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（審議）水力発電設備に係る規制・制度改革に対する対応について 

 

平成２５年３月１９日                              

電 力 安 全 課 

 

１．経緯 

（１）閣議決定 

 平成２４年４月３日付け「エネルギー分野における規制・制度改革に係る方

針」において水力発電設備に係る規制の見直しが閣議決定され、以下について

平成２４年度に検討し、結論を得次第措置することとなった。 

  

 ① 小水力発電設備の保安規制の見直し 

小水力発電設備に係る保安規制について、一般電気工作物及び事業用電気工

作物に関する基準の緩和に向けて、安全性の検証及び事業者からのデータ等の

収集等を行い、結論を得る。 

 ② ダム水路主任技術者の資格要件の見直し 

ダム水路主任技術者免状の交付を受けていない者を主任技術者として   

選任することができる制度（許可選任）の対象範囲について、事業者の意見を

踏まえ、安全性の確証が得られ次第、発電出力区分の上限値について見直しを

行う。 

 

（２）提案者の対応 

 規制を見直すに当たっては、保安レベルが維持できることが大前提であり、

その確認のためには事故の件数、状況及び原因等を把握・分析することが必要

であるが、水力発電所に係る事故については、事業者から要望があったことも

あり、従来より、速報のみ国への報告を求めることとし、詳報は報告を要しな

いこととしている。 

 このため、上記閣議決定後、提案者に対し、規制の見直しを要望する出力規

模以下での水力発電所における人為的ミスや自然災害等による事故の情報とと

もに、許可選任された主任技術者のもとにおける事故の情報、主任技術者不在

時の事故の情報、主任技術者の資質（土木に関する知識不足、技術不足及び経

験不測等）に起因する事故実績等のデータの提供を依頼し、提供の了解を得た

ものの、これまでデータの提供が得られず、技術的検証が行えない状況。 

 

２．現状認識及び今後の対応 

 小水力発電設備に係る保安規制の見直しに当たっては、総合資源エネルギー
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調査会原子力安全・保安分科会電力安全小委員会（現在の電力安全小委員会の

前身）の下に設置した「小型発電設備規制検討ワーキンググループ」での審議

を経て、平成２３年３月に一般用電気工作物の対象範囲の拡大、工事計画届出

を不要とする範囲の拡大、ダム水路主任技術者の選任を不要とする範囲の拡大

を行ったところ。 

その後、約２年を経過しているが、規制の見直しを行うべき特段の技術進歩

や保安に関する状況変化等が発生していないため、当面規制の見直しは行う必

要はないと考えられる。 

なお、今後提案者等から、必要なデータ提供があった場合その他の状況変化

があった場合には、合理的な規制のあり方を検討することとする。 

 
（参考） 

 


